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・2024年10月からの社会保険適用拡大に向けて

・派遣社員の労災、派遣元と派遣先どちらが対応？

ビタミンMの内容に関しては、分かりやすく簡潔に表現することを心掛けておりますので、情報のすべてを正確に表すことができない場合があります。このような場合において、内容が
不正確であったこと及び誤植があったことによる生じたいかなる損害に対しても、当事務所は一切の責任を負いません。
また、ビタミンMの内容は、作成日現在において有効な情報です。制度や法律は変更されますので、ご利用日時点での内容を官公庁等にご確認ください。

作成日：2023.09.19

ビタミンＭの“Ｍ”とは、“Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ”を指し、“お客様の経営に効く”
“お客様に活力を与える”存在でありたいとの願いが込められています

派遣社員の労災、派遣元と派遣先どちらが対応？

派遣先が講ずべき措置に関する指
針において、休業手当の支払等、労
働者派遣契約の解除に伴い生じた
派遣元の損害の賠償を派遣先が行
わなければならない旨が定められて
います。

不安があるのであれば、

最初は契約期間を短めに

設定しておくなど、様子

をみるといいでしょう。

はい、年次有給休暇も派遣元が付与します。
派遣社員の有給取得希望日が派遣元の事業の正当な
運営の妨げる場合は、他の時季に変更することはできま
すが、派遣先の事情は、直ちには派遣元が時季変更権
を行使する理由にはなりません。
繁忙期で人手が足りず、できれば有給取得してほしくな
いような場合、派遣元が代替労働者を派遣
するなど、派遣先の事情により派遣社員の
有給取得が抑制されることのないようにする
必要があります。

労災により死亡または休業した時は、派遣元と派遣先がそ
れぞれ「労働者死傷病報告書」を作成し、所轄の労働基準監
督署へ提出する必要があります。

ただ、労働者派遣法においては派遣元事業主に災害補償
責任を負わせることとされているため、労災により休業した場
合の休業補償（待機3日間分）は、派遣元が支払います。

また、派遣先の都合による休業でも、使用者は派遣元の為、
派遣元が平均賃金の6割以上を休業手当として支払い

ます。

ただし、派遣元と派遣先の派遣契約の内容により、
派遣先から派遣元へ支払が生じる場合があります。

もし諸事情により派遣
契約を途中で解除したい
場合は、簡単に解除でき
るものなのでしょうか。

３

来月から派遣社員を採用
予定です。

もし労災が発生したら派遣
会社と当社のどちらが対応
するのでしょうか。
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2024年10月からの社会保険適用拡大に向けて
段階的に拡大される社会保険の適用範囲ですが、いよいよ2024年10月からは従業員数50人超の企業についても適用
となり短時間労働者が社会保険加入の対象となる可能性があります。今回は対象事業所と対象者について解説します。

対象となる事業所

新たな加入対象者

パートを掛け持ちしている従業員は、両方で加入要件を満たしてしまう可能性があります。その際は「二以上事業所
勤務届」を提出し、保険料は両事業所で按分して支払、保険証は主（選択事業所）のものを使用することになります。

なるほど。派遣社員は、
あくまでも派遣会社の社員
という扱いなんですね。

では、有給休暇はこちら
から付与する必要はないで
すか。

人数の判定方法

 使用する被保険者総数が常時50人を超える企業

判定方法事業所

法人番号が同一の全事業所の、現在の厚生年金保険の被保険者の総数で判定法人

個々の適用事業所の、現在の厚生年金保険の被保険者の総数で判定個人事業所

※適用拡大で新たに対象となる短時間労働者や70歳以上（健康保険のみ加入）は含めず

補足説明以下の全ての要件を満たす方が対象

契約上の所定労働時間のこと（臨時に生じた残業時間は含まない）週の所定労働時間が20時間以上□

残業代・賞与・臨時的賃金・最低賃金に算入しない賃金※等は含まない
※最低賃金に算入しない賃金：精皆勤手当、通勤手当、家族手当等

基本給及び諸手当合計が月8.8万円以上□

2ヶ月を超える雇用の見込みがある□

休学中や夜間学生は対象学生ではない□

４

 70歳以上で厚生年金に加入していない従業員も加入要件をみたせば、対象となります。


